
教えてくれる人！

静岡銀行藤枝駅支店

支店長 佐塚 諭
サヅカ サトシ

　「認知症」とは老いに伴う病の一つです。記憶や判断力の
障害などが起こり、意識障害はないものの社会生活や対人関
係に支障がでている状態をいいます。 

●「認知症」とは?
●2025年には65歳以上の方々の17～18％が
認知症になると見込まれています。

●85歳以上の場合、約40％が認知症であると
推計されます。 

●「5人に1人」が認知症? 

介護と認知症のこと 

★信託で備える
　自分の財産を信頼できる人に託し、自分が決めた目的に沿って大切
な人や自分の為に運用、管理してもらう。

手元の財産の流 動 性を確保するために 

　認知症が原因で介護が必要となる割合が多くを占めています。

●介護と認知症のつながり

自己負担平均額
在宅 ▶ 約320万円　　施設 ▶ 約643万円 

●介護に必要な「お金」 

※出所 生命保険文化センター
　「平成30年度 生命保険に関する全国実態調査」 参考

★成年後見制度で備える
　財産の管理等において判断能力が十分でない方が不利益を被らな
いように 家庭裁判所に申立をしてその方を援助してくれる人を付けても
らう国の制度の利用（申立には手間も時間もかかるとの声もあります。）

預金はそこをつく不安があるが、介護年金の場合はなくならない安心
がある 

★生命保険で備える
❶ 預金を自由に引き出せなくなるリスクに備える
指定代理請求制度の利用

❷ 預金の取り崩しで底をつく可能性に備える
介護年金への加入

指定代理請求制度とは

　受取人と被保険者が同一人の
契約で、保険金や給付金を ご請
求いただけない特別な事情があ
り、契約者があらかじめ「指定代理
請求人」を指定されている場合に
「指定代理請求人」が受取人の
代理人として、保険金や給付金を
請求できる制度 （指定代理請求
人は配偶者や3親等以内親族）

PO
INT

不安な方はお取引している
各金融機関に一度相談して
みることをお勧めします。 

厚生労働省「2019年国民生活基礎調査」参考

要介護1に認定された主な要因PO
INT

厚生労働省「2019年国民生活基礎調査」参考

1位 認知症　　　　　　　18％
2位 脳血管疾患（脳卒中）　16％
3位 高齢による衰弱　　　 13％
4位 骨折・転倒　　　　　 13％

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・

・・・

預金を引き出せなく
なる可能性もある 

親の要介護費用を 
家族が負担

　介護費用をご本人の預金で準備していても簡単に預金が引き出せなくなる恐れがあります。

●要介護状態になると困ること

親が認知症を発症し
要介護認定を受ける

　

景気動向
調査

当所では、藤枝市内小規模事業所の経営動向を把握するため、四半期ごとに景況調査を実施しています。
令和３年４～６月期の調査がまとまりましたので、概要を報告します。
※本調査は、製造業・建設業・卸売業・小売業・サービス業の５種200社を対象に行っています。今回の回収率69.0%

【主要な表現について】
○業況判断：調査対象企業が自らの業績に下した判断。
○ＤＩ値：（増加・好転と回答した割合）－（減少・悪化と回答した割合）悪化すればするほどＤＩ値は▲（マイナス）になります。

問合せ先　藤枝商工会議所　経営支援課　TEL：054-641-2000問合せ先　藤枝商工会議所　経営支援課　TEL：054-641-2000

全産業業況
マイナス幅が縮小

令和３年４～６月　中小企業景況調査　結果報告書
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全産業◆ 建設業■ 製造業▲ 小売業
▲

卸売業× サービス業●

業種別業況判断の動向表１

▲17.9 ▲9.5 ▲11.5 7.7 ▲45.8 ▲27.0

R1年10月～
12月期

R2年1月～
3月期

R2年4月～
6月期

R2年7月～
9月期

R2年10月～
12月期

R3年1月～
3月期

R3年4月～
6月期

R3年4月～
6月期

D
I値

業況判断の動向（表1）：全産業での業況は、DI値▲17.9で前回（2021年1月～ 3月）より20.8ポイント改善。卸売業は前
回▲35.7ポイントから今回7.7ポイントで改善傾向を示しました。またサービス業は▲27.0ポ
イント、製造業は▲11.5ポイントとマイナス幅が縮小しました。

全産業売上高の推移：前回▲37.0ポイント（2021年1月～ 3月）から25.9ポイント改善しました。
　　　　　　　　　　　卸売業は15.4ポイント、その他産業は依然として足踏み傾向を示しました。
全産業資金繰りの動向：前回▲11.0ポイント（2021年1月～ 3月）から2.7ポイント改善しました。
　　　　　　　　　　　全産業で依然として足踏み傾向を示しました。
全 産 業 採 算 の 動 向：前回▲38.4ポイント（2021年1月～ 3月）から12.5ポイント改善しました。
　　　　　　　　　　　卸売業は前回▲28.6から今回▲15.4ポイントとマイナス幅が縮小しました。
全産業雇用人員の動向：前回▲6.1ポイント（2021年1月～ 3月）から10.9ポイント改善しました。
　　　　　　　　　　　卸売業を除く産業で人手不足感が弱まりました。

管内全産業の業況
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